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研究成果の概要（和文）：日米英で進められている学校ガバナンス改革では「教職の専門性」が相対化されてお
り、非教職の様々な人々が学校運営に正式に参加するようになった。その典型的な事例としてコミュニティ・ス
クールと「官民一体型学校」について関係者のインタビュー調査を実施した結果、住民は必ずしも「教職の専門
性」に疑義を呈している実態はみられないものの、教師自身は「教職の専門性」への確固たる自信を維持してい
るとは言えない実態が見出された。つまり、直ちに「教職の劣位化」の発生とは言えないが、「教育の専門性」
との間で「教職の専門性」が揺らぎを抱えていることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：There are two main findings of the study. First, the non-teaching actors are
 likely to stay away from the field of teaching expertise, and there is the possibility that the “
Professionality of Teaching” would not be perceived as inferior. However, the second finding is 
that teachers’ awareness of “Professionality of Teaching” may tend to focus too narrowly on minor
 issues. Thus, we should focus on the distance between “Professionality of Education” and “
Professionality of Teaching,” which are occurring in the governing process of public schools and 
communities.
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１．研究開始当初の背景 
1990 年代末以降、日本の学校ガバナンス
改 革 が 本 格 化 し た 。「 ガ バ ナ ン ス
（governance）」とは、公的事業の提供主体
を官＝政府（government）の専有から民＝
非政府アクター（住民、企業、NPO 等）に
開放して「民による共同統治」のもとに置く
ことを含意する。日本の改革は、(a)学校評議
員制（2000年）や地域運営学校（2004年）
にみられる保護者・地域住民の学校運営参加、
(b)学校管理職への「民間人」登用、(c)地方教
育行政における首長権限の強化（2014 年）、
等を主柱とする。ここには、「公-私」「官-民」
「専門家-非専門家」「内部-外部」「非営利-営
利」など微妙に異なる多様な論点が内在する
が、いずれも公教育経営における「教育の非
専門性」の優位化を指向する。政治学界では
当初、「ガバメントからガバナンスへ」の制
度転換が関心を集めたが、近年では「ガバナ
ンスの失敗」もありうること（岩崎正洋編著、
『ガバナンス論の現在』勁草書房、2011年）、
多様なアクターによる「ガバニング・プロセ
ス（governing process）」の質が鍵であるこ
とが明らかになっている（山本啓編『ローカ
ル・ガバメントとローカル・ガバナンス』法
政大学出版局、2008 年など）。教育学界では、
学校運営協議会での保護者参加の内実（仲田
康一「学校運営協議会による保護者啓発の論
理と帰結」『教育学研究』78(4) 、2011 年）
や「民間人校長」の効果等（苅谷剛彦ほか『杉
並区立「和田中」の学校改革』岩波書店、2008
年）は追究されたものの、「教育の専門性」
の位置づけへの関心は高くない。昨今の学校
批判は「教育の専門性」の正統性を否定する
圧力さえ有する。しかし、学校が「民による
共同統治」の下にあるなら、「教育の専門性」
はむしろ重要度を増す。地域運営学校の増大、
「公設民営学校」の制度化などが進みつつあ
る今、新たな学校ガバナンスにおいて「教育
の専門性」をどう定位すべきかは教育の質保
証に不可欠の課題である。研究代表者等が明
らかにした米国の学校認証評価の現代的展
開は教育専門家の同業者評価を重視する動
向を示しており、その理論と実態は重要な示
唆を含む可能性がある（『アメリカにおける
学校認証評価の現代的展開』東信堂、2014
年）。 
 
２．研究の目的 
本研究は、近年の日本の教育改革論議と学
校ガバナンス改革において「教育の専門性」
が劣位に置かれていることの問題性に着目
し、新たに構築されるべき学校ガバナンスに
おけるその再定位のあり方を、日米比較の視
点をもって理論的・実証的に追究することを
目的とする。今日の学校ガバナンス改革では、
学校の意思決定や評価等において「教育の非
専門性」が「教育の専門性」を凌駕する傾向
を強めている。だが「民による共同統治」の
中ではむしろ、「教育の専門性」が正統化さ

れて明確に位置づけられる必要がある。よっ
て新たな学校ガバナンスにおけるその再定
位をめざす。 

 
３．研究の方法 
 以上の研究目的を達成するために、次の研
究課題を設定した。 
(1) 日本および米国の学校ガバナンス改革
に関する政策・研究文献を収集・整理し、「教
育の専門性」がどのように位置づけられ論じ
られてきたかを分析し、考察枠組を検討した。 
(2) 日本における学校ガバナンス改革を象
徴する施策としてコミュニティ・スクールと
「官民一体型学校」という２つの施策事例を
とりあげ、その実態において「教育の専門性」
と「教職の専門性」がどのような関係をとっ
ているか明らかにする。そのために、各事例
の現地において関係者に対するインタビュ
ー調査と参与観察調査を実施した。 
(3)日本における学校ガバナンス改革の事例
に対して学校教員自自身がどのような受け
とめ方をしているか、その認識を明らかにす
る。そのために、小学校教員を対象として小
グループによる座談会形式の調査を実施し
た。 
(4)以上の研究を通して、学校ガバナンス改
革のもとで「教育の専門性」にどのような変
化が生じているのか／いないのかを考察し、
新たな学校ガバナンスにおける「教育の専門
性」の再定位をおこなう。 
 
４．研究成果 
(1)学校ガバナンスにおける「教育の専門性」
「教職の専門性」 
 コミュニティ・スクールと「官民一体型学
校」という２つの施策の事例検討は、日本の
学校ガバナンス改革の状況に照らすと特殊
性を持つ内容を含むものの、多様なアクター
が積極的に学校に関与する状態は現出して
おり多面的な示唆を与えてくれた。二事例を
横断的に考察して浮上する論点として二点
を挙げることができえる。 
 第一は、学校ガバナンスの組織過程での
「教職の専門性」劣位化の不発生可能性であ
る。「官民一体型学校」と C 学園コミュニテ
ィ･スクールの取組はいずれも、施策の表面
的内容・導入時の経緯において、非「教職」
アクターの参画の正統化、それに連なる「教
職の専門性」劣位化の可能性が潜在しうると
解された。しかしながら、実際の組織過程の
考察では、直接的な劣位化を示す内容は確認
できず、むしろ「教職の専門性」内容への立
ち入りを回避する意識傾向または制度運用
（政策の屈折／周辺化可能性）を指摘した。
そのメカニズムについては、アクター間の意
識･行動（専門職への判断委任あるいは不確
実な教育的営為ゆえの「教職の専門性」承認）、
ガバメントの機能の両面から検討したが、今
後さらに詳細な解題の可能性と必要性を指
摘できる。 



図 1「教育の専門性」「教職の専門性」を捉え
る図式 
 
 
 そして第二は、学校ガバナンスにおける
「教育の専門性」「教職の専門性」の距離の
解題についての課題提示といえる。事例検討
では、それぞれに態様は異なりながらも、「教
職の専門性」劣位化の不発生と同時に、教員
に意識される「教職の専門性」の「矮小化」
の可能性が意識された。そして、その「矮小
化」は、二事例の個別学校次元のガバナンス
において立ち現れた「教育」概念の拡張状況
に照らして課題性が意識された。 
ここに、学校ガバナンスで生じうる「教育
の専門性」「教職の専門性」の距離を問う必
要性が浮上する。本稿の事例研究では、新た
な「教育の専門性」の確信的な定位には至ら
なかったものの、その契機と位置づけうる
「教育」概念の拡張状況（「官民一体型学
校」：顔が見える関係での教育･学校を拠点と
した地域活性化、C学園：「当事者意識」の下
での地域を支えるリーダーとなる人材育成）
を観察できた。これらを解釈する過程で、
我々は学校における「教育の専門性」「教職
の専門性」を捉える図式を、図 1のように仮
設的に整理した。 
本図式の要点を簡潔に説明するならば、「公
教育を計画、運営、実施、評価するために必
要な、教育（教育行政、学校経営、教育実践）
に関する固有の見識･知識･技能」（「問題の所
在」）と冒頭で定義した「教育の専門性」が、
①「子どもにどう向き合うか」から「地域･
国家･社会の（発展的）再生産にどう向き合
うか」の複数の位相（さらなる位相設定の可
能性を除外しない）で捉えうること、②その
ような捉え方自体は現在までの教育言説が
広く示してきたものの、学校ガバナンス実践
のなかであらためて問い直される（「教育」
概念の拡張をその契機とみる）こと、と整理
できる。 
 このとき「教職の専門性」は、その範囲を
伸縮しうるものと捉えられるが、本研究の事
例研究においては、その範囲が狭義の教育実
践･技術レベルに限定化され、そしてその深
度が浅い傾向があることに課題可能性を見
た。これについては、学校ガバナンスにおけ
る非「教職」（例えば「国や地域の発展可能
性部分」）と「教職」（「子どもと向き合う部

分」）の分配と積極的に解釈する視点、「教職
の専門性」拡幅可能性から学校ガバナンスを
批判的に捉える視点を想定しうるが、未だ結
論は見いだせない。本研究では、新たな学校
ガバナンスの展開と関わる「教育の専門性」
「教職の専門性」のズレの構図の提示とその
探究の重要性の指摘を、研究上の到達点と捉
えたい。 
 
(2)ガバナンス改革における「教育」概念の
とらえ直し 
 近年、「教育」概念そのものを捉え直す動
きが活発である。例えば、岩波講座による講
座本『教育の再定義』（2016）は、戦後教育
の歴史を３つの段階（第１段階：戦後改革期
～1960 年代、第２段階：1970 年代～1990 年
代、第３段階：1990 年代後半～）に整理し、
第三段階に位置する現在で展開する幾多の
教育改革は、「子どもや教師や親の声から出
発するというよりも、政治、経済、マスメデ
ィアなどの外在的な力によって発せられ、教
育の内在的な規範や実践を突き崩す」もので
あり、虚偽性を理由に批判されてきた従来の
教育とは異なる意味での教育の在り方を再
構築する必要があると指摘している（小玉、
2016、pp.1-2）。また、広田（2009）は、「現
実社会の大きな変化によって、教育の目的の
語り直しが教育学の外の人たちによってな
され、それが教育を大きく変化させてきた」
（p.116）とし、その特徴について「ともか
く、シロウト教育論が、十分な教育学的吟味
も経ないまま、教育改革を強力に推し進めて
きた」（p.118）と批判すると同時に、「社会
の変動の中で教育目的論の練り直しが必要
になってきたにもかかわらず、現代の教育学
者は、実践的教育学の規範の部分に真正面か
ら取り組むのを避けてきた。その空隙は、教
育の実情をよく知らない外部者たちによっ
て埋められてしま」（同上）い、その結果「経
済や政治への教育の従属、という事態」（同
上）が生じたとして、教育学（研究者）が抱
える課題についても明らかにしている。 
 学校ガバナンス改革は、NPM や新自由主義
といった改革手法・改革思想と高い親和性を
もつ（例えば、大桃（2013）など）。そのよ
うな政策と専門性論議との接点について藤
田（2016）は、1980 年代以降の新自由主義的・
新保守主義的な政策展開の影響について、
「政策決定の基本的枠組みが中教審・文科省
の主導から、必ずしも教育を主要課題として
いない審議会や、学問的・実践的な専門性の
点で疑問のある審議機関の主導へと転換」
（p.18）した結果、「教育の専門性」が軽視・
低下されるようになった、さらに 2000 年代
半ば位以降は、専門性の偏り・歪みと呼ぶべ
き傾向が高まってきたと指摘している。二宮
（2005）は、教育や福祉に関わる労働を「コ
ミュニケーション労働」と位置づけ、1990 年
代以降の新自由主義的な改革を通じて、これ
らの労働が市場で売買されるサービス労働



と同様に扱われ、「教育・福祉に固有な専門
性を大半無視・軽視することになる」（p.7）
と批判した。このように、現代の教育改革、
とりわけ NPMや新自由主義と特徴づけられる
教育改革については、教育そのものと教育を
支えてきた専門性を脅かすものだと主張さ
れてきた。 
 また、改革に対する教師の意識や感情に着
目した研究もある。岩永ら（2002）は、学校
教育情報の公開・開示、学校評議員制度、学
校選択の３つの施策に対する教員の意識に
ついて、①保護者・住民の学校教育への参加
権を重視するのか、教職員の専門性を重視す
るのかという「正当性」の軸と、②保護者・
住民の声を有効なものと捉えているのか、学
校経営の不安定要因（ノイズ）として捉えて
いるのかという「有効性」の軸を設定し、４
象限であらわされるタイプ別に分析を行っ
ている。その結果、保護者・地域住民の意見
を聞いていくことについての抵抗感は小さ
いものの、学校運営に関わっては教職員に任
せてほしいという意識が強いこと、そしてそ
のような意識が経験を積んだベテラン層に
より強く表れてくることを明らかにした。 
雲尾（2013）は、2000 年以降の分権改革進展
の中で、教職員が制度変更や職務に対してど
のような感情を抱いていたのかについて、イ
ンタビュー調査をもとに明らかにした。分析
によると、制度改革のなかでも教職員の感情
の発露を促す改革とそうでない改革があり、
前者については教員免許更新制や特別支援
教育などがあったという。中でも興味深いこ
とは、制度を詳しく知らない教職員の感情の
ほとんどが「消極的肯定」と説明される特徴
を持っていたという点である。制度について
意味内容を吟味したうえでの感情ではなく、
「慣れてしまった」ことを理由にした感情と
して描かれている。また峰山（2012）は、評
価政策の影響を分析する中で、いかにして教
師がそのような改革と向き合いながら、新し
い教育実践を生み出しているのかについて
明らかにしている。そこでは、評価を子ども
と共に豊かな実践・作品・パフォーマンスを
創り出す過程に位置づけることで、心地よい
厳しさを伴った「楽しさ」へと変換させてい
る教師の姿が描かれている。改革側のロジッ
クを自らの側に引き込む（政策を得意・興味
のある側面に引きつけて意味解釈する）、い
わば積極的意味づけという教師側の戦略的
な対応様式が確認された。 
以上のように、学校ガバナンス改革が「教
育の専門性」にネガティブな影響を及ぼすも
のであるとの議論傾向が確認される。また、
そのような改革に対する教師側の対処様式
として、消極的肯定あるいは積極的意味づけ
と呼ぶべき意識・感情の特徴がみられること
が明らかにされてきた。教師によるこれらの
対処様式は、本研究の座談会調査の語りでも
確認された。 
 

(3)本研究における成果の整理 
本研究グループは当初、教師を「教育の専
門性」を担う中核的主体として位置づけると
同時に、学校での意思決定場面において「教
育の専門性」に支えられた教師の存在が、近
年の学校ガバナンス改革の展開を通じて劣
位に置かれていると想定した。すなわち、学
校ガバナンス改革を通じて、非教職者にこそ
意思決定過程におけるイニシアティブが与
えられ、「教育」の専門職とされてきた教師
は結果的に弱体化させられると考えた。事実、
日米における教育政策や教育行政プロセス
の検討を行った１年目の研究では、「教育の
専門性」は次元の異なる様々なところからの
影響下にさらされており、その中で多くの場
合、後退させられたり、危機にさらされたり
しているとの仮説的結論を得ている。このよ
うな帰結は、上述の先行研究の諸議論と共通
する問題関心といってよい。 
しかし、より学校現場レベルでの意識変容
に着目した２年目の研究成果からは、予想と
異なる傾向が浮かび上がってきた。それは、
学校ガバナンス改革の帰結としての「教育の
専門性」の劣位化は、少なくとも教師の認識
（実感）レベルでは生起していない、という
べきものである。３年目の座談会調査におい
ても、民間教育企業の学校教育への参入とい
う学校ガバナンス改革に対して、意味のない
ものとして積極的に追いやろうとする態度
や、学校や教師をめぐる現代的環境変化への
必要性を伴った対応であると消極的ながら
も受容しようとする意識が看取された。 
ここから、学校ガバナンス改革の進展と「教
育の専門性」の影響関係、すなわち「教育の
専門性」の再定位という課題について、いか
なる視座が得られるか。これを考えるため、
諸改革を通じていかに学校教育の供給主体
が多様になったのかを整理した。 
野平（2008）は、1990 年以降の改革の特徴
として、教職の専門職化（例えば、免許更新
制や教職大学院の設置など、いわゆる「高度
化」政策）と脱専門職化（特別免許状の創設、
民間人校長の登用、評価システムの導入、学
校評議員制、学校運営協議会制度、構造改革
特区内での多様な供給主体による学校設
置・運営など）を企図する政策とが同時展開
し、結果として、専門職と素人との垣根が低
くなり、専門職を専門職たらしめてきた「職
業構造の変化における独自性の喪失（プロレ
タリア化）、および専門職としての中核的特
性の喪失（脱専門職化）という二重の変容」
（p.357）がもたらされたとしている。これ
を現在の政策展開と本研究の関心に引きつ
けるならば、脱専門職化の動向は、教育とは
異なる領域の専門的職業を形づくっている
「他専門性」への期待と、参加・参画・連携・
協働といった理念に支えられながら教育に
対する一般的感覚（特段の専門的知識・判断
を必要としない＝アマチュアリズム ）とし
ての「非専門性」が学校現場に公式化された



形で進入してくるという性質の異なる２つ
の動向として整理できた。 
 
(4)「教育の専門性」の再定位をめぐる論点 
従来、「教育の専門性」、「教師の専門性」、
「教職の専門性」といった概念は、相互の相
違が十分に整理されることなく、教師の有す
る／教師を支える専門性（教師／教職の専門
性）と「教育の専門性」を同義とする、ある
いはオーバーラップさせるかたちで理解さ
れてきた。また、「教育の専門性」の訳語は
"educational expertise" 、 "educational 
professionalism"など、論者によって異なる。
これは、学校教育における教育活動を支える
専門的な知や技（expertise）とそれを担う
専門職の存在（professionalism）が、教師
を接点に不可分あるいは未整理のまま議論
されてきたことを意味しているといえよう。
ところが、今般の学校ガバナンス改革は、教
職と他専門職・非専門職との連携・協働を政
策目標として推し進めてきたことから、「教
師の専門性＝教育の専門性」という一体的図
式の問いなおしを迫っている。これは、「教
育の専門性」という概念について、①「教育
の専門性（educational expertise）」の意味
内容を吟味することと、②「教育の専門性
（educational professionalism）」と他専門
性・他専門職（他のプロフェッショナリズム）
と非専門性・非専門職（アマチュアリズム）
との影響関係あるいは力学関係を素描する
ことを、一旦切り離し考察する必要性を提起
する。なぜなら、①は「教育の専門性」の再
定義（＝教育の中身を問い直す）をめぐる課
題であり、②は「教育の専門性」の再構築（＝
他の専門性等との関係を紡ぎ直す）をめぐる
課題だからである。 
学校ガバナンス改革が学校現場における
「教育の専門性」に、他専門職の専門性（他
専門性）そして民間の教育産業主体や保護
者・地域住民らの一般的認識（非専門性）を
内包する構造を生み出していることを踏ま
えたとき、「教育の専門性」は、他専門性や
非専門性と教職の専門性との新たな関係性
構築という位相と、教育という営みとそこに
占める教職の果たす位置や役割の再定義を
惹起するし、教職の専門性を構成する専門的
知識や技術の再定義を求める（①、色の変化
として表現）という位相それぞれでの変容／
変容可能性と、それら総体としての変容／変
容可能性を整理して分析する必要があるの
ではないか。 
この観点から座談会の知見を改めて見直
してみると次のように言えよう。他の教育産
業や保護者・地域住民の学校現場への進入は、
学校という場は教師以外の専門性（非専門
性）も含み込みながら教育活動を進めていく
ことになるのだという現場における「教育の
専門性」の再構築についての必要性認識（必
要性実感）はあるものの、それが自身らの専
門的知識や技術（expertise）の変容にまで

強い影響を及ぼす（再構築を迫る）ものでは
ないという点で、脅かされる／劣位に置かれ
るという意識、つまり「教育の専門性」の再
定義という意識には現時点において直結し
ていない。しかし、座談会調査からは、授業
や児童生徒との関係といった、教師自身の専
門的知識や技術に直接的に関与する事柄、す
なわち教育活動を自律的に生成するという
教師の本分（コア）に関与する事柄になると、
大きな抵抗感を抱くとともに進入はすぐさ
ま侵入と受け止められ、劣位化されたという
意識を惹起する可能性も示唆される。その意
味で、他専門職や非専門職との新たな関係構
築の必要性あるいはそれを前提にした教育
活動・学校づくりの必要性という現状への対
処として、学校現場における「教育の専門性」
の意味や位置を再確認しようとする「ゆら
ぎ」は、「教育の専門性」の再定位をめぐっ
て生じていると指摘することができよう（例
えば、それは保護者や世間一般からの評価に
対するまなざしについての語りに表れてい
る）。したがって、「教育の専門性」は、多様
な関係性の中で（脱）構築され、意味付け直
されつづける概念として再定位される必要
がある。 
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